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1. 科学・技術外交戦略タスクフォース

• H21.6有識者議員ペーパーにおいて、
「科学・技術外交を強化し、政府一体と
なって戦略的に展開していくためのアク
ション・プランを策定する」ことを提言。

• 第４期科学技術基本計画および新成長
戦略の策定に際して、今後の科学・技術
分野の国際戦略のあり方の必要性。

• 以上を検討する場として、H21.8に科学・
技術外交戦略タスクフォースを設置し、
検討を開始。

• その検討主題は以下の３つ。
– 科学・技術を外交にいかに活用していくか？

– 外交を科学・技術にいかに活用していくか？

– 科学・技術外交を強化するための政府の体制
はいかにあるべきか？
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2．日本の科学・技術政策における国際化と課題

海外の優れた
頭脳や多様な
文化との交わり
は、研究開発
の生産性向上
に大きく貢献

日本の強みであ
る科学・技術と、
その成果を外交
の世界において
も有効活用

第3期科学技術基本計画

• 外国人研究者の活用
• 国際活動の戦略的な推進

【国際化の必要性】 【政策展開】 【引き続き残る課題】

科学・技術外交の提唱
• 地球規模課題解決のため
の途上国協力
• 先端的な科学・技術協力
の強化
• 基盤の強化

○ 未だ進まぬ外国人研究
者の活用と、外国人を惹き
つける魅力的な研究・生活
環境の整備

○ オープン・イノベーション
の国際的な流れと公的研
究機関における対応

○ 科学・技術外交のメリッ
トの具体化・拡大の必要性
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3. 科学・技術を巡る国際的な潮流
米国

欧州

韓国・中国

ASEAN インド
アフリカ諸国

○外交を補完するNPOの科学・技
術交流（旧ソ連、北朝鮮、イスラム
諸国等）
○国際科学・技術戦略の強化

- 包括的で一貫性のある戦略の
立案

- 外交と研究開発政策の連携
- 知的交流の促進

【韓国】
○577イニシアチブ

R&D投資をGDP比5%、７大重点
分野、７大科技大国入り

○低炭素・緑色成長

【中国】
○科教強国

2020年にR&D投資をGDP比
2.5%へ（現在1.5%）

○人材強国戦略
大学の重点化、人材の流動化、
海外人材の呼び戻し

【シンガポール】
○海外人材の招聘と、そのための魅力的な
研究環境整備
【タイ・マレーシア】
○産業競争力の強化、元日本留学生と連携
した人材の育成（泰日工科大等）
【インドネシア】
○長い協力の歴史・人材交流、火山地震国

○European Research Area の拡大
（ロシア、北アフリカ、バルカン諸国等）
○アフリカとの科学・技術協力
○大規模施設整備のロードマップと戦
略的国際開放
○EURAXESSを活用したグローバル

な人材囲い込み

○脆弱国家と国際社会の関心
○貧困対策・感染症対策等科
学・技術協力へのニーズ
○エネルギー、バイオ等日本
の技術への期待
○アフリカ固有の研究資源。近
年の経済成長により、人材も
育ち始めている

人材の確保・強化

外交と科学・技術
の連携

○豊富な人材(800万人)が支
えるIT産業
○教育の強化、416大学、
20677カレッジに在学生1160
万人
○自動車、宇宙分野の著しい
成長
○原子力の独自開発の歴史
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4．2020年に向けた長期的展望
～ ４つのキーワード ～

少子・高齢化による
日本のプレゼンス低下

新興国の台頭
成長センターとの関係構築

安全保障関連研究開発

大規模研究開発施設の
国際共同整備

○ 少子・高齢化の進展により、科学・技術を
支える若年層の人口は2020年までに3/4
に

○ 新興国の経済成長により、世界の研究

開発投資に占める日本のシェアも低下す
る見通し（仮にGDP比4%が達成されても、
シェアは18%→16%と２ポイント低下）

○ 日本が伝統的に関係が深いアジア諸国は、
今後著しい成長が期待できる有望な成長
センター

○ エネルギー・環境問題、水・食料問題等、日本

の技術力が地域の問題解決に貢献

○ 新興国の台頭により、従来からの「途上国協力
= 技術移転」だけではない協力姿勢が必要

○ 最先端の安全保障関連研究開発は、国の技術

力の向上に貢献

○ 我が国の国防関連研究開発投資は、諸外国に
比べて低い水準（米国は日本の約60倍、英・仏
は約４倍、ドイツは1.1倍）

○ 近年、防衛関連の研究開発では国際共同開発
が活発に

○ 防衛関係技術と民生技術の境界が曖昧になる

と同時に、テロ対策やサイバー・セキュリティ等
国民生活の安全・安心の確保の上でも重要に

○ 最先端の大規模研究施設の整備コスト

が増大し、国際共同整備の動きが加速

○ 大規模研究施設を近隣国との科学・技術

協力のツールとして活用する動きあり

○ 欧米での動きを受け、G8においても検討

を行うことで合意。
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5．科学・技術国際戦略
～ ３つの基本方針と５つの課題 ～

2020年における科学・技術分野での世界と日本の関係を念頭において、今後の科学・技術国際協力の基
本方針と、2020年までに達成すべき５つの課題、及びその実現に向けて政府を挙げて取り組むべき対策を

まとめ、国際戦略とする。

海外の優れた研究資源を取り込むことにより、日本の研究開発システムを強化する。

科学・技術の成果を、日本の国益の実現のために、広く海外で活用するとともに、
「東アジア共同体構想」について、科学・技術分野が先駆的に取り組む。

科学・技術分野における国際協力を戦略的に推進するため、政府の体制を強化する。

基本方針

５つの課題

1.世界の活力と一体となった

研究開発システムの構築

ヒト、モノ、カネ等の研究資源
の国境を越えた往き来を自由
にすることにより、海外の優秀
な研究資源を国内に取り込む
と同時に、海外の研究機関等
との間で相互互恵的な関係を
構築することにより、世界一を
狙う研究ネットワークを構築す
る。

2.アジア共通の課題の解決

に資する研究開発の推進

日本の研究開発のミッショ
ンを「アジア共通の課題の
解決」へと拡大することに
よって、日本の科学・技術
力を使って、アジア諸国が
抱える問題を解決し、アジ
ア全体でのイノベーションを
促進する。

3.研究協力に止まらないイ

ノベーション協力への発展

研究協力に加えて、国際
標準化や制度構築、人材
育成等、様々なツールと連
携して、イノベーションプロ
セス全体を対象とした協力
を行うことにより、イノベー
ションの飛躍的な加速を実
現する。

4.科学・技術外交の新次

元の開拓

科学・技術外交の対象を、
広く捉え、多様な主体との
連携により、科学・技術の
成果を経済・社会面での
国益の実現に繋げ、広く社
会に還元する。

5.国際戦略を実行する

政府体制の強化

科学・技術国際戦略を、
政府を挙げて実行する
ため、各府省が連携し
て実施すべき総合的な
施策を立案し、推進す
る機能を強化する。
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6．具体的な取組

1.世界の活力と一体となった

研究開発システムの構築

① 多国間の国際協力の枠組

み構築

② グローバルな人材ネット

ワークの構築

③ 優秀な頭脳を惹きつける魅

力的な研究・生活環境の実
現・戦略的支援制度

④ 流動化が進む中で「守るべ

きを守る」対策の強化

⑤ アジア共通の課題に挑戦

する世界レベルの国際的研究
プロジェクトへの支援

2.アジア共通の課題の解決

に資する研究開発の推進

① パイロット・プロジェクト

の実施
- グリーン・イノベーション
- ライフ・イノベーション
- 安全・安心

② 基礎・基盤研究の推進

③ 大規模研究施設整備に

関するアジア・ロードマップ
の策定

3.研究協力に止まらないイ

ノベーション協力への発展

① ODAと連携した研究協

力の強化
② 国際標準化の推進

③ 基準認証分野における

アジアとの連携・協力

④ 制度整備・人材育成と

連携した協力の強化

4.科学・技術外交の新次

元の開拓

① 民間主体の科学・技術

外交の強化
② 科学・技術外交を担う

人材の育成

③ 産・科・外の連携強化

④ 日本の強みを生かす国

際展開支援

⑤ 国際機関との連携

5.国際戦略を実行する

政府体制の強化

① 府省間連携の強化

② 海外拠点のあり方

アジアを、世界で最初に「未来」がやって来る場所にする

これらの取組を
通じて
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7．今後の展開

○ 基本政策専門調査会へ報告することにより、第４期
科学技術基本計画の策定に向けた議論に反映

○ アクション・プランへと反映させることにより、平成２３
年度予算要求へ反映

○ 総合科学技術会議本会議へ報告することにより、政
府を挙げて実施する体制を確保するとともに、今後の取
組をフォローアップ

○ 科学・技術関係府省と外務省との連携を強化


